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防災および災害対策情報のための情報リテラシーに関する研究
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論旨
　災害時や防災のための情報システムの実態を調査し，必要且つ効果的な情報リテラシー教育の方
法を確立することを目的として研究した．
　日常生活において起こり得る災害への不安を軽減し，災害発生時の被害をできるだけ軽減させる
ためには，個人としてのみならず，政府，自治体による平常時からの防災・災害対策が必要である．
しかし，電子化の調査が調査過程である自治体に対しては，最近の災害に関する調査が十分に行わ
れてはいない．新潟県加茂市では，電気通信事業者からのサービスのひとつであるエリアメールを
採用しており，平成 23 年新潟福島豪雨における防災・災害対策として活用された．
　本研究では，災害時や防災のための自治体情報システム運用の実態例として，平成 23 年新潟福島
豪雨にみる加茂市の防災・災害対策情報を調査し，市民にとって必要な情報リテラシーについて検
討した．
1.　緒言
　近年，日本は世界の中でも特に多くの災害を経験し，各般にわたる災害対策に積極的に取り組ん
できており，今後予想される巨大地震など大規模災害に対して，国民の安全を守るための備えを実
践していくことが喫緊の課題となっている．
　日本の災害に対する重要な危機管理のひとつとして，防災情報が挙げられる．災害対策基本法第 2
条第 2 号によると，防災とは「災害を未然に防止し，災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ，
及び災害の復旧を図ることをいう」とされている1)．この定義を参考にすると防災情報とは，様々な
情報の中でも市民の生活を脅かす可能性のある災害を未然に防止し，災害に伴う危険や損失を回避
または軽減するための災害発生直前までの有効な情報，及び災害の復旧を図るための有効な情報と
位置付けることができる． 
　地震や津波，集中豪雨など住民が緊急に避難行動をとらなければならない災害においては，住民
や防災行政機関等に防災に関する情報（緊急防災情報）を的確かつ迅速に伝えることが，被害を最
小限にする観点から極めて重要である．緊急防災情報とは，以下に掲げる情報要素を含む「緊急な
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防災対応・行動に資する簡潔な防災情報」とされる．
　●　大雨・土砂災害・地震・津波等への警戒に関する情報
　●　迅速に伝達・提供すべき（遅延が許されない）情報
　●　受信者の防災対応・避難行動等の意思決定を支援する情報
防災対策は災害発生に係る時系列的な推移に従って，①災害予防段階，②災害応急段階，③災害復旧・
復興段階に区分される．防災情報は，この段階の区分に応じて多様な情報が存在するが，災害発生
の直前・直後の防災情報の伝達については，特にその迅速化と確実化が求められる．気象警報等の
災害警戒に関する情報は “ 災害警戒情報 ” と呼称し，避難勧告等の住民等の避難行動に関する情報は
“ 行動指示情報 ” と呼称し，重要な防災情報として近年重要視されている2)．防災情報の伝達にあたっ
ては，“ 情報内容 ” と “ 情報伝達手段 ” という 2 つの観点から検討することが重要である．そのうち
情報伝達手段について，近年，防災関係機関は，市町村防災行政無線，電話，携帯電話，インターネッ
ト，電子メール，テレビ，ラジオ等の日常使われている様々な手段により一斉に情報提供し，情報
を必要とする受け手に広く伝えるようになった．現在，市町村防災行政無線および地域衛星通信ネッ
トワーク等の全国的な整備・デジタル化が図られ，住民等への通信手段が多様化している．内閣府
の中央防災会議においては，防災関係機関と住民，防災関係機関間の防災情報の共有化に関する検
討が，消防庁においては，地域衛星通信ネットワークを用いた情報伝達の高度化等に関する検討が，
また，気象庁においては，警報の発信のさらなる迅速化等に関する検討が進められている．
　2011 年 3 月の東日本大震災では，危機発生時における情報の重要性が，より明らかとなった．危
機発生時の避難情報や災害情報，市民の安否情報などが，電話や常設型放送設備を利用した公報，
ラジオ，テレビ放送などによる情報通信のみならず，近年急速に普及しつつある高機能携帯電話や
小型 PC（パーソナルコンピュータ）などの携帯型情報通信端末によって伝えられた3) 4)．東北大学大
学院経済学研究科の樋地は，東日本大震災における情報通信技術（ICT）の利用と課題に関する報告
の中で，ICT が様々な場面で利用され，復旧・復興の一助となっている一方で，初めてディジタル
デバイド（情報格差）の問題が顕在化し，ICT を使いこなす能力の有無により，その後の復旧の速
度に大きな差が生じ，非常時に対応できるような情報システムを整備することやディジタルデバイ
ドを解消することが今後の課題であることを述べている5)．関連して，慶應義塾大学環境情報学部の
植原らは，東日本大震災における情報格差解消への取組みについて報告し，被災地での情報格差が
被災者への支援格差に繋がらないようにするための試みとして，衛星インターネットやネットワー
ク機器の災害復旧装置の有効性が示されたことについて述べている6)．これらの研究は，ICT を活用
した防災・災害情報の伝達において多くの課題の解決しつつある．しかし，防災・災害情報伝達の
媒体を ICT に限らず，行政組織や地域団体における人を媒体とした情報伝達も含めて論じた研究も
ある．愛知淑徳大学の武井らは，防災および災害対策に有効なネットワーク・システムについて，
行政組織とボランティア組織との連携組織や，その他ボランティア団体などにも注目して考察し，
災害時の情報ネットワーク・システムは災害発生直後の錯綜した中でも状況に応じて稼働するもの
が望まれることを指摘している7)．何故なら，災害発生直後は，災害対策本部が機能しにくいため，
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情報の収集や分析に時間がかかり，対応が遅れるが，それぞれの自治体が自律して運用できる自律
分散型の情報ネットワーク・システムが求められるからであるとしている．筆者らはこれまでに，
東日本大震災に見る市民の情報リテラシーに関する研究において，東日本大震災において利用され
た情報源やソーシャルメディアの利用状況，情報活用の問題点について検討した8)．さらに , 市民向
けの行政サービス等に関する研究として , 自治体の電子化レベルに関する実証的研究を行ってき
た9) . 以上の先行研究から，現在 ICT を活用した広域且つ確実性の高い防災・災害情報システムが整
備されつつある一方で，自治体・行政組織における ICT 普及・利用の実態調査，情報伝達の方法と
市民の情報リテラシーとの相違による情報格差などの問題に関する研究が必要とされている．
　そこで本研究では，防災情報の伝達時における自治体の情報システムと ICT の利用に注目した．
新潟県加茂市では，電気通信事業者からのサービスのひとつであるエリアメールを採用しており，
平成 23 年新潟福島豪雨における防災・災害対策として活用された．本研究では，災害時や防災のた
めの自治体情報システム運用の実態例として，平成 23 年新潟福島豪雨にみる加茂市の防災・災害対
策情報を調査し，市民にとって必要な情報リテラシーについて検討した．
2.　研究方法
　現在利用可能な防災情報の実態等について，文献調査により報告する．平成 23 年新潟福島豪雨に
おける新潟県加茂市の防災・災害対策への取組みについて，ヒアリングにより調査し，その結果に
ついて報告・考察した．
3.　結果
3-1.	 自治体が活用する主な防災情報システムについて
　自治体が防災情報として用いる，情報源を報告する．加茂市役所総務課のヒアリング結果を参考
に報告した．
3-1-1.　 新潟県防災ポータル
　新潟県防災局の提供によるシステムである．直接の問い合わせの他，Web ページからの提供情報
があり，新潟県内の避難勧告の発令情況，災害対策本部の設置状況，被害報告などを提供する10)．ま
た，河川や海岸などに設置した定点カメラの映像を確認できる．避難勧告に必要な情報を総合的に
集約し，速やかに市町村へ提供されるようになっている．
3-1-2.　 新潟県河川防災情報システム
　新潟県土木部河川管理課の提供によるシステムである．直接の問い合わせの他，Web ページから
の提供情報があり，新潟県土木部，国土交通省・気象庁で観測している新潟県内の河川の水位情報，
雨量情報，ダム情報などを提供する11)．ここで提供されている情報は，速報値であり，水防の警報発
令等を意味するものではない．テレメータから自動的に送られてくるデータを，観測後速やかに知
らせる目的で作られている．
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3-1-3.　 新潟県土砂災害警戒情報システム　
　新潟県土木部砂防課の提供によるシステムである．直接の問い合わせの他，Web ページからの提供
情報があり，新潟県土木部，国土交通省・気象庁で観測している新潟県内の雨量情報に基づいた，
土砂災害危険度，土砂災害危険箇所情報等を提供する12)．
3-1-4.　 川の防災情報
　国土交通省によるシステムである．直接の問い合わせの他，Web ページからの提供情報があり，
全国の観測所が測定した雨量レーダ等の情報の他，日本の河川事務所で発令された河川予警報であ
る洪水予報．水位周知河川，水防警報，ダム放流通知等の発令状況等が提供されている13)．洪水予報
および水位周知河川は，大雨などにより災害が発生する恐れがある場合に出される．水防警報は，
国土交通省または都道府県から水防管理団体の水防活動に対して，待機，準備，出動などの指針を
与えることを目的して発令されるもので関係機関に通知される．ダム放流通知は，ダムから放流す
る時にダム下流の関係機関にその旨を通知する．
3-1-5.　 全国瞬時警報システム
　総務省消防庁によるシステムである．市区町村の防災行政無線等を通じた直接の伝達システム．
津波警報や緊急地震速報，弾道ミサイル情報等の対処に時間的余裕のない事態が発生した場合に，
人工衛星を用いて情報を送信し，市区町村の防災行政無線等を自動起動することにより，国からの
緊急情報を住民まで速やかに伝達するためのシステム14)．
3-1-6.　 防災情報提供システム
　市区町村は気象庁および地方気象台から直接情報提供を受けることができる．
3-1-7.　 防災行政無線システム
　県及び市町村が，それぞれの地域における防災・応急援助・災害復旧に関する業務に使用する無
線システム．(1) 中央防災無線，(2) 消防防災無線，(3) 都道府県防災行政無線，(4) 市町村防災行政無
線のシステムがある．各システムは，衛星通信系と地上通信系の無線回線の組み合わせにより構成
されており，全国の自治体を結ぶ地域情報通信ネットワークに組み入れられている．
　新潟県では，昭和 51 年に整備され，平成８年にシステムを拡充し，現在の「新潟県情報通信ネッ
トワーク」として管理運用されている．
3-2.	 携帯電話を通じた緊急のメールサービスについて
　株式会社 NTT ドコモでは “ エリアメール ”，KDDI 株式会社およびソフトバンク株式会社では “ 緊
急速報メール ” という名称のサービスである．気象庁が配信する緊急地震速報や津波警報，市区町
村などの地方公共団体が発信する災害・避難情報等を携帯電話等の電気通信事業者からのサービス
を受信することができる端末で受信することができる（以後，“ 緊急速報メール ” とする）．情報の
受信時には，画面でのポップアップが表示され，緊急速報メール専用の警告音で通知される．対象
エリアにいる携帯電話の所有者を限定して配信するため，災害の範囲が限定されており且つ緊急性
が高い際に用いられることが想定されている．利用に関する申し込みなどは不要で，通信料なども
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無料で情報を受信することができる．気象庁から配信された一般向け緊急地震速報を利用して最大
震度 5 弱以上と推定した地震の際に，全国を約 200 の地域に区分した区画で，震度 4 以上の地域の
携帯電話に一斉配信される．2011 年の東日本大震災，平成 23 年新潟福島豪雨でも実用された．
　新潟県加茂市では，市民向け防災情報の伝達手段として，2009 年から株式会社 NTT ドコモの緊
急速報メールの利用を開始し，以後，各社の緊急速報メールの利用を進めた．
3-3.	 平成 23 年新潟・福島豪雨　加茂市の対応
　平成 23 年新潟福島豪雨での加茂市の防災情報の伝達状況について，ヒアリング調査結果の対応タ
イムラインに沿って報告した．情報の決定から発信までの流れが確認できるよう，防災情報発信の
前後の状況も記載した．
2011.7.28
06:44 大雨警報・洪水警報発令
22:22 土砂災害前ぶれ注意情報発令
2011.7.29
09:49 土砂災害警戒情報発令
09:58 土砂災害警戒情報発令（補完情報）発令
10:10 加茂市が豪雨災害対策本部を設置
避難勧告を発令し，下条川水位上昇により下条地区長福寺の 2世帯 9人
に避難勧告を発令．長福寺集落センターに避難を呼びかけたが，2 世帯
とも親戚宅へ避難
宮寄上で 10:10から 11:00までの 1時間雨量が 91㎜を記録
10:12 第 4，第 7分団を除く全消防団員置場待機
11:09 緊急速報メールで「大雨に関する情報」として以下の内容を送信
「このたびの豪雨により市内の各所で道路冠水が発生しております．現
在市でも情報収集に努めておりますが，市民の皆さまは不要の外出は極
力しないようにしてくださいますようお願いします．また山あいの住宅
の皆さまは，土砂崩れに十分ご注意ください．加茂市上空の強い降水域
は徐々に南下する見込みですが，今後のテレビ等の気象情報に十分ご注
意ください」
12:20ころ 七谷保育園の園児 10 人，保護者 1 人，保育士 6 人が七谷コミュニティ
センターに自主避難．その後七谷小学校に避難の後，14:50に全員帰宅
14:00 加茂市豪雨災害対策本部長である市長が以下の市内各所を巡視
桜沢・善作茶屋・小俣橋・耕泰寺・阿部煙火工業・小橋・井上宅・八王
寺神社・下条川長福寺・雨水排水ポンプ場（17:00まで）
14:50 日吉橋から七谷大橋間を全面通行止にする
15:56 緊急速報メールで「通行止め情報」として以下の内容を送信
「14:50から主要地方道路長岡・栃尾・巻線の日吉橋から七谷大橋まで
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の間が通行止めとなっております．今現在市が把握している情報として
は，五泉村松方面からは 290 号線の冬鳥越方面のルートは通行可能で
す．また大沢峠も通行可能とのことです．市民の皆さまはテレビ等の気
象情報，道路情報等に十分ご注意ください」
16:00ころ 降雨が小康状態となる．
17:30ころ 新潟県から下条川ダムが放流を行う可能性がある旨の連絡が入る．
（当初は 18:30に放流の予定，その後 19:20の予定に変更）
「下条川ダムの放流は，午後7時20分には行わないことになりました．
放流する場合は，再度時間をお知らせします」
18:00ころ 加茂市は消防署員と連携して広報車5台で下条川流域の世帯に広報を実施．
加茂広報車 3台，職員 6人，消防の広報車 2台，職員 4人で行う．
広報内容は「午後７時すぎに下条川ダムの放流を予定しています．水位
の上昇にご注意ください」
万が一の非難に備え，スクールバス運転手７名を自宅待機体制とする．
その後 21:00からはスクールバス運転手 13人，市民バス運転手 12人の
計 25人が待機する．
避難所として，下条コミュニティセンター，下条体育センター，下条小
学校を開設準備する．
18:23 緊急速報メールで「下条川ダムの放流予定について」として以下の内容
を送信
「新潟県では午後 7時に下条川ダムの放流を予定しています．下条川流
域の皆さまは，水位の上昇にご注意ください」
18:30 新潟県から 19:20に放流を開始する可能性がある旨の連絡が入る．
引き続き同じ体制で広報車による広報を実施
広報内容は「本日，7時 20分に下条川ダムを放流する可能性がありま
す．万一の場合は，2階に避難してください．1階屋の方は最寄りの 2
階屋に避難してください」
18:59 緊急速報メールで「下条川ダムの放流について」として以下の内容を送
信
「本日，午後 7 時 20 分に下条川ダムを放流する可能性があります．万
一の場合は，2 階に避難してください．1 階屋の方は最寄りの 2 階屋に
避難してください」
19:00ころ 新潟県から 19:20の下条川ダムの放流は行わない旨の連絡が入る．
引き続き同じ体制の広報車で放流を行わない旨の広報を実施
広報内容は「下条川ダムの放流は，午後 7 時 20 分には行わないことに
なりました．放流する場合は，再度時間をお知らせします」
19:24 緊急速報メール
信
で「下条川ダムの放流について」として以下の内容を送
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新潟県とは今後放流を行う場合は，1時間前に連絡をもらうよう調整．
広報車要員，スクールバス運転手はいつでも出動できるよう自宅待機．
避難所もすぐに開設できる体制を継続
翌日早朝に降雨の予報があり，警戒体制を継続
21:30 加茂市豪雨災害対策本部長である市長が加茂大橋，加茂川の各所を巡視
各避難所に非常用毛布と食事を手配
29日当日から翌日にかけての避難状況を確認
2011.7.30
00:30ころ 再び降雨が強まる．宮寄上で時間雨量 46㎜，黒水で時間雨量 39㎜を記
録
04:20ころ 新潟県から 05:20に下条川ダムの放流を行う予定である旨の連絡が入る
04:50ころ 加茂市が消防署員と連携して広報車3台で下条川流域の世帯に広報を実施．
加茂広報車 2台，職員 4人，消防の広報車 1台，職員 2人で行う．
広報内容は「午前 5 時 20 分に下条川ダムの放流を予定しています．下
条川の水位にご注意ください」
04:59 緊急速報メールで「下条川ダムの放流について」として以下の内容を送
信
「本日午前 5 時 20 分に下条川ダムの放流を予定しています．水位の上
昇にご注意ください」
05:20 下条川ダムが洪水調整の放流を開始
05:30から 市民バス・スクールバス運転手 32人待機
08:11 加茂市消防団全分団置場待機支持
09:00 避難指示発令
下条川水位上昇により，以下の 149世帯 617人に避難指示を発令
加茂市役所総務課職員 2人が広報車で避難指示区域の広報開始
避難指示区域の区長に避難指示の電話連絡
消防ポンプ置場待機団員による各世帯避難指示
市内小中学校，全コミュニティセンター，市民体育館，下条体育センタ
ーを避難場所として開設
緊急速報メールで「避難指示情報」として以下の内容を送信
「下条川下流の水位が高くなってきたため，市では中興野，下興野，天
神林の全区域と，加茂新田の境地区に避難指示を発令しました．避難場
所として下条コミュニティセンター・下条体育センター・市民体育館を
開設しております．自力で避難できる方は避難を開始してください．
自力で避難できない方は，広報車と一緒にバスを出しますのでご乗車く
ださい」
09:10 待機運転手 10人，市職員（税務・市民・商工・総務）10人がスクール
バス 10 台に分乗して出動．置場待機団員と共に各世帯に避難を呼びか
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ける．バス乗車実人員 119人，自力避難者多数
11:00ころ 加茂市豪雨災害対策本部長である市長が信濃川・井土場・中之口川・市
役所を巡視（16:00まで）
11:00 避難者の昼食調達へ総務課職員2人1組で2組が出発
11:10 避難準備情報発令
下条川及び信濃川の水位上昇により，993 世帯，3,747 人に避難準備情
報を発令
総務課職員 4人が広報車 2台で避難準備区域の広報を開始
避難準備区域の区長に避難準備の電話連絡
第 25 区（山島）区長からの要請で山島地区にバス 2 台を回し，住民を
市民体育館に誘導（15人程度）
11:30 緊急速報メールで「避難準備情報」として以下の内容を送信
「須田地区，加茂新田，山島新田全域に避難準備情報を発令します．い
つでも避難できるようにご準備をお願いいたします．自力で避難できる
方は避難を開始してください．なお，避難場所は須田地区，西地区を除
く全公共施設（市民体育館・各学校・各コミュニティセンター）です」
12:07 避難準備情報発令
横江，柳町，芝野地区の 510世帯，1,613人に避難準備情報を発令
緊急速報メールで「避難準備情報」として以下の内容を送信
「須田地区，加茂新田，山島新田，横江，芝野，柳町全域に，避難準備
情報を発令します．いつでも避難できるようにご準備をお願いいたしま
す．自力で避難できる方は避難を開始してください．なお，避難場所は
須田地区，西地区を除く全公共施設（市民体育館・各学校・各コミュニ
ティセンター）です」
14:34 下条川ダム洪水調整放流終了
16:35 避難指示・避難勧告・避難準備情報の解除
総務課職員，商工職員 6人と消防本部の 2人が広報車 4台で避難解除の
広報を開始
関係区長へ解除の電話連絡
バスによる避難者の移動
16:48 緊急速報メール
信
で「避難指示等の解除について」として以下の内容を送
「16時 35分，加茂市に出ていた避難指示等はすべて解除となりました」
17:00 加茂市消防団置場待機解除
18:00ころ 加茂市豪雨災害対策本部長である市長が加茂大橋を巡視
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4.　考察
　3-1 の結果からわかるように，市区町村などの自治体が受け取る防災情報の情報源には，様々
なものがあることがわかる．一般の市民でも受け取ることのできる web ページの情報もあるが，
J-ALERT などの緊急性と速報性の高い情報は，自治体特有のシステムで受け取っていることがわか
る．以上の結果から，一般の市民が受け取ることのできる情報と緊急時に自治体が受け取る情報と
では，情報源が異なり，自治体が行う意思決定には情報量で優位性があると考えられる．
　3-2 の結果からわかるように，緊急速報メールの有効性は既に実証されており，気象庁のみならず
市区町村からも発信できるという点で，情報の地域性も兼ね備えていることがわかる．しかし，情
報の受信者が携帯情報端末の所有者に限定されているという点で，極めて情報格差を生んでいる．
　3-3 の結果からわかるように，新潟県加茂市では注意や避難準備，避難勧告の情報発信を決定する
際は，各種の情報源に加えて，市内の巡視や電話での情報収集を行っている．情報発信の手順は，
広報車による広報開始と，電話，緊急速報メールがほぼ同時刻である．情報発信の意思決定から緊
急速報メールの配信まではおよそ 10 分以内である．緊急速報メールにそれほど大きな優位性はない
ことがわかる．京都大学防災研究所の畑山は，自治体情報システムにおける防災機能の実装に関す
る考察において，地域防災ネットワークのモデルについて述べている15)．むしろ地域の消防団や区長，
広報車からの情報提供に注意し，避難時も常に情報収集を続ける必要があることがわかる．
5.　結言
　防災情報の伝達時における自治体の情報システムと ICT の利用に注目し，災害時や防災のための
自治体情報システム運用の実態例として，平成 23 年新潟福島豪雨にみる加茂市の防災・災害対策情
報を調査し，市民にとって必要な情報リテラシーについて検討，以下の結論を得た．
　●　自治体が受け取ることができる情報源の優位性
　●　緊急速報メールの有効性と情報格差の問題
　●　避難時も常に情報収集を続けることの必要性
　●　ローカルな情報収集の優位性と，地域防災ネットワークの有効性
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